
総合特別区域基本方針の一部変更について 

令和４年  月  日  

閣 議 決 定 案 

総合特別区域法（平成23年法律第81号）第７条第６項において準用する同条第３項の規

定に基づき、総合特別区域基本方針（平成23年８月15日閣議決定）の一部を次のように変

更する。 

第五の２①中「令和２年４月１日から令和４年３月 31日まで」を「法の施行の日から令

和６年３月 31日まで」に改め、「又は第 68条の 14の 2」を削る。 

別表２中「厚労 B005」及び「厚労 B006」を削る。 

別表２中「法務 B001」を別紙１のように改める。 

別表３を別紙２のように改める。



 

 

 

 

別紙１ 

 

 

 
 

 

  



 

 

番号 法務Ｂ001 

特定地域活性化事業の名称 特定伝統料理海外普及事業 

措置区分 告示 

特例措置を講ずべき法令等

の名称及び条項 

出入国管理及び難民認定法（昭和 26年政令第 319 号）第７条第１項第２

号 

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基づき同法別表

第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件（平成２年法務省告示第

131号） 

特例措置を講ずべき法令等

の現行規定 

在留資格「特定活動」において、あらかじめ法務省告示で定める活動に、

外国人が、日本国内の料理店で働きながら日本の伝統料理の知識及び技

能を修得するための活動は認められていない。 

特例措置の内容 地域活性化総合特別区域における地域の活性化を図るため、特定伝統料

理（注１）の海外への普及を図ることを目的として、当該特区内におい

て、新たに、特定調理活動（注２）を行うことを可能とするために、在

留資格「特定活動」について、あらかじめ法務省告示で定めている活動

の特例を設ける。 

（注１）「特定伝統料理」とは、地域活性化総合特区内において考案され

広く提供されている我が国の伝統的な料理をいう。 

（注２）「特定調理活動」とは、本邦の公私の機関との契約に基づいて調

理に関する技能を要する特定伝統料理の調理に係る業務に従事する活

動（当該機関の地域活性化総合特別区域内に所在する特定された事業

所において行うものに限る。）をいう。 

同意の要件 １ 指定地方公共団体は、本事業を円滑に実施するため、運営・監督主

体として、対象外国人の受入れ環境の整備等について記載した実施要

領を作成し、法務大臣に報告すること。 

２ 申請人が特定調理活動を行うため受け入れられる本邦の公私の機関

が次のいずれにも該当していること。 

（1）特定伝統料理に係る地域活性化総合特別区域内の産業の発展に

資する取組を他の公私の機関と連携して行っていること。 

（2）次のいずれかに該当していること。 

①申請人が国籍又は住所を有する国において所属する公私の機

関（以下「海外の所属機関」という。）との間で、次の事項

について合意し、その内容を明らかにした書面を交換してい

ること。 

（ア）申請人が海外の所属機関の業務の一環として派遣され 

ること。 

（イ） 申請人が帰国後、海外の所属機関の業務に復職すること。 

（ウ）本邦において従事する特定調理活動について本邦の公私

       の機関と申請人とが雇用契約を締結すること。 

②申請人が国籍又は住所を有する国において飲食店営業を営ん



 

 

でいる場合は、次の事項の内容を明らかにした特定伝統料理

を修得するための計画書の提出を受け、本邦において従事す

る特定調理活動について当該申請人と雇用契約を締結してい

ること。 

（ア）申請人が営む飲食店営業の業務の一環として特定伝統料

理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理等を提供する飲食店営業

を営むこと。 

③申請人が「海外における日本料理の調理技能の認定に関するガ

イドライン」（平成28年4月1日付け27食産第6094号農林水産省

食料産業局長通知）に基づき「実務経験が概ね２年程度の者（ゴ

ールド）」又は「日本料理学校等の卒業者又は実務経験が概ね

１年程度の者（シルバー）」の認定を受けている場合は、次の

事項の内容を明らかにした特定伝統料理を修得するための計

画書の提出を受け、本邦において従事する特定調理活動につい

て当該申請人と雇用契約を締結していること。 

（ア）申請人が認定を受けた知識及び技能を活用して特定伝統

料理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理を世界へ発信すること。 

（3）申請人が特定調理活動を行うための受入れ環境の整備等に関し

て指定地方公共団体が策定し法務大臣に報告した次の事項を含

む実施要領を適正に実施することができるものとして当該指定

地方公共団体に指定されていること。 

①特定伝統料理を修得するための計画及び施設に関する事項 

②特定伝統料理の修得状況の評価に関する事項 

③在留中の住居の確保に関する事項 

④長期休暇の取得に関する事項 

⑤特定伝統料理の適格指導者（注３）の確保並びに特定伝統料

理の指導責任者及び生活指導員の選任に関する事項 

⑥報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財産的基盤に 

関する事項 

⑦申請人との面接及び申請人からの相談への対応に関する事

項 

⑧申請人の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置（申請人が帰

国旅費を支弁できない場合に指定地方公共団体が負担する

ことを含む。）に関する事項 

⑨特定調理活動の継続が不可能となった場合の措置（特定調理

活動の継続のために指定地方公共団体が新たな本邦の公私

の機関の確保に努めることを含む。）に関する事項 

（4）特定伝統料理を修得するための期間を５年以内としていること。



 

 

（5）特定調理活動を行う者の受入れ人数を一事業所当たり６人以内

  としていること。 

（6）一事業所当たりの特定調理活動を行う者の数が特定伝統料理の

適格指導者の数を超えないこと。 

（7）過去３年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行為を行った

ことがないこと。 

（注３）「特定伝統料理の適格指導者」とは、申請人が特定調理活動を

行うため受け入れられる本邦の公私の機関に所属する常勤の職員であ

って、特定伝統料理について５年以上の経験を有し、かつ、適正に特

定伝統料理に関する指導を行う能力を有する者として指定地方公共団

体の長の確認を受けている者をいう。 

３ 申請人が次のいずれにも該当していること。 

（1）海外の所属機関又は調理に関する第三者機関の推薦又は説明に

より、調理における技能を有し、素行が善良であると認められる

こと。 

（2）特定伝統料理を修得する意思及び帰国後、特定伝統料理を世界へ

発信する意思を有すること。 

（3）特定調理活動に日本人が従事する場合に受ける報酬と同等額以

上の報酬を受けること。 

特例措置に伴い必要となる

手続 

特になし。 

 

  



 

 

 

 

別紙２ 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

関税暫定措置法第４条（航空機部 

分品等の免税）の手続の簡素化 

①自治体が要望している「現行免税手続の簡素化」のうち、「減免税

物品に関する帳簿」の省略については、関税暫定措置法基本通達に

定める様式（P-1000）にかかわらず、関税暫定措置法施行令で求め

ている事項が記載された社内帳簿等の利用を可能とする。 

②また、輸入後に税関が行う事後確認の簡略化については、過去の

確認実績に応じて柔軟に実施することとする（①の基本通達改正に 

あわせ、運用面の措置を行う）。 

上記①②の措置については、航空機製造業の重要性に鑑みた本免税 

制度の趣旨を踏まえ、全国で実施する。 

 

 

 

 

関税暫定措置法基本通達 

４-４等 

平成 24年７ 

月１日施行 

（措置済） 

財務省 

港則法及び関税法による水島港に

寄港する船舶の錨泊地の利用基準

の緩和 

関税法基本通達 20-５を改正し、積荷の準備等の都合により入港し 

ようとする開港に近接する不開港においてバース待ちをする必要が 

ある場合（当該開港の港域が狭隘であることにより当該不開港にお 

いてバース待ちをすることがやむを得ないと認められる場合に限 

る。）には、不開港出入の許可を不要とすることを明示する。 

 

 

 

 

 

 

 

関税法基本通達 20-５（平

成 24 年６月 29 日財関第

685号） 

平成 24年７

月１日施行 

（措置済） 

財務省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

ビジネスジェットの使用手続簡略 

化 

ジェネラルアビエーション（企業・団体や個人が利用する自家用機 

等）が東京国際空港（羽田空港）を利用する場合、最長で 10日間ま 

で留め置くことができることとする。 

 

※その他の空港については、各空港の定める手続による。 

 

 

 

 

 

 

 

「ジェネラルアビエーショ 

ンによる東京国際空港の利 

用について」（平成 24 年６ 

月 28 日国空戦略第 25 号） 

平成 24年９

月１日施行 

（措置済） 

国土交通 

省 

既存工場増築に関わる建築規制の 

緩和 

 

既存不適格建築物について、増改築部分が現行基準に適合し、既存

部分が現行基準に準ずる基準（耐震診断基準等）に適合する場合等

には、既存部分の延べ面積の２分の１を超える大規模な増改築を可

能とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法第 86条の７ 

建築基準法施行令第 137条

の２ 

 

平成 24年９

月 20 日施行 

（措置済） 

 

国土交通

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

70MPa 水素スタンドに対応した技

術上の基準や例示基準の整備 

70MPa 燃料電池自動車に水素を充填するための圧縮水素スタンドに

係る技術基準を整備するために、省令等を改正し、市街地に 70MPa

圧縮水素スタンドを建設することを可能とした。 

一般高圧ガス保安規則（昭

和 41 年通商産業省令第 53

号） 

コンビナート等保安規則

（昭和 61年通商産業省令

第 88 号） 

製造施設の位置、構造及び

設備並びに製造の方法等に

関する技術基準の細目を定

める告示（昭和 50 年通商

産業省告示第 291号） 

一般高圧ガス保安規則の機

能性基準の運用について

（内規）（平成 24年 12月

26 日付け 20121204 商局第

６号） 

コンビナート等保安規則の

機能性基準の運用について

（内規）（平成 24年 12月

26 日付け 20121204 商局第

７号) 

 

 

 

 

省令・告

示： 

平成 24年 11

月 26 日 

内規： 

平成 24年 12

月 26 日 

（措置済） 

経済産業

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

例示基準に記載された使用可能鋼

材の拡大 

水素スタンドで使用可能な鋼材について、水素が鋼材に与える影響

を考慮した安全な鋼材を一般高圧ガス保安規則の機能性基準の運用

について(内規）等の例示基準に例示し、使用可能鋼材を拡大する。 

一般高圧ガス保安規則の機

能性基準の運用について

(内規）（平成 24年 12 月 26

日付け 20121204商局第６

号） 

コンビナート等保安規則の

機能性基準の運用について

（内規）（平成 24年 12月

26 日付け 20121204 商局第

７号) 

 

 

 

平成 24年 12

月 26 日 

（措置済） 

経済産業

省 

太陽光発電施設の系統連系に係る

迅速な手続の明文化 

再生可能エネルギー等の系統連系協議に係る電力会社の標準処理期

間の短縮化等について、「系統情報の公表の考え方」(平成 24 年 12

月資源エネルギー庁)において整理するとともに、電力系統利用協議

会ルールへ反映(平成 25年２月)。 

具体的には、申請件数の大半を占める発電出力 50kW未満の電源につ

いては新たに１ヶ月の標準処理期間を定めた(発電出力 50kW以上

500kW 未満の太陽光等の電源については、現行３ヶ月となっている

ものを２ヶ月に短縮)。 

 

 

 

 

一般社団法人電力系統利用

協議会「電力系統利用協議

会ルール」（平成 25年 12

月 17 日付け） 

平成 25年２

月 19 日 

（措置済） 

経済産業

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

電気事業法第 17条第１項の規定

による特定供給の供給先に関する

規制緩和 

特定供給を行う際の組合の設立については、「電気事業法に基づく経

済産業大臣の処分に係る審査基準等」において「当該供給者及び当

該相手方の出資額により適正に組合が設立されていること」が要件

として定められていたが、当該審査基準の規定を削除し、出資の有

無にかかわらず許可を行うことができることとした。 

 

 

 

 

電気事業法に基づく経済産

業大臣の処分に係る審査基

準等（平成 25年６月 20日

付け 20130529資第４号） 

平成 25年６

月 20 日 

（措置済） 

経済産業

省 

住宅敷地内におけるＰＬＣ(Power 

Line Communications)屋外通信の

規制緩和と高速通信方法のガイド

ライン制定 

広帯域電力線搬送通信設備の屋外利用に必要な環境整備を図るた

め、電波法施行規則第 44条、無線設備規則第 59条ほか、関連条文

を改正し、屋外広帯域電力線搬送通信設備に関する技術基準等を定

める。 

 

 

 

 

電波法施行規則第 44条、

無線設備規則第 59 条等 

平成 25年９

月 

（措置済） 

総務省 

太陽光発電所に係る電気主任技術

者の選任要件の緩和 

自家用電気工作物に関し、電気主任技術者の外部委託を可能とする

発電設備の出力範囲を、1,000kW 未満から 2,000kW未満（太陽電

池、風力、水力、火力（燃料電池を除く。）に限る。）まで引き上げ

た。 

電気事業法施行規則（平成

７年 10月 18日通商産業省

令第 77号） 

平成 15年経済産業省告示

第 249号 

 

 

 

平成 25年６

月 28 日施

行・公表 

（措置済） 

経済産業

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

小水力発電に係る従属発電に関す

る手続の簡素化・円滑化（登録制

の導入） 

河川法（以下「法」という。）第 23 条の許可を受けた水利使用のため

に取水した流水等のみを利用した発電（従属発電）については、許可

に代えて、登録で足りることとした。 

水利使用の登録及び登録の対象となる流水の占用に係る法第 24 条及

び第 26 条第１項の許可については、関係行政機関の長との協議（法

第 35 条）、関係地方公共団体の長の意見聴取（法第 36 条）、関係河川

使用者への通知（法第 38条）、国土交通大臣の認可又は同意付き協議

（法第 79条）の手続を不要とすることとした。 

標準処理期間については、地方整備局長等が行う水利使用の許可の処

理については従来５ヶ月を目安とされていたところであるが、法第 23

条の２の登録のみの処理については１ヶ月を目安とすることとした。 

 

 

 

 

河川法第 23 条から第 23 条

の４まで、第 35条、第 36条、

第 38 条及び第 79条 

 

平成 25 年 12

月 11 日施行 

（措置済） 

国土交通

省 

埠頭株式会社が実施する上物、荷

役機械等整備資金の無利子貸付に

係る特例 

港湾管理者が特定用途港湾施設の建設又は改良に係る資金を無利子

で貸し付ける場合等における貸付金に関する貸付けの条件の基準の

うち、貸付けを受ける者の担保提供義務を廃止した。 

港湾法施行令（昭和 26年

政令第４号）第６条、第 11

条 

特定外貿埠頭の管理運営に

関する法律施行令（平成 18

年政令第 278号）第３条 

 

 

 

 

平成 25年 12

月６日施行 

（措置済） 

国土交通

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

過疎地有償運送の旅客の範囲の緩

和 

地域外からの生活支援ボランティア（自然災害又は気象条件により

生じた当該地域内の住民の生活上の困難を解消又は緩和するために

必要な役務を無償で提供する者として地方自治体が認めた者）につ

いては、 

①地方自治体に生活支援ボランティアとして登録等がなされている

こと又は地方自治体が認めた生活支援ボランティア団体に当該団体

の構成員として登録等がなされていること、 

②生活支援ボランティアの氏名、住所、ボランティア活動場所（当

該地域内に限る）、ボランティア活動期間を地方自治体において確認

していること、 

③生活支援ボランティアが、過疎地有償運送者の会員として名簿に

記載されていること 

等の措置が講じられている場合には、地域住民の日常生活に必要な

用務を反復継続して行う者として運送できることとした。 

 

 

 

過疎地有償運送における旅

客の範囲の解釈について

（平成 25年 12 月 27日国

自旅第 366号） 

平成 25年 12

月 27 日 

（措置済） 

国土交通

省 

ＰＥＴ検査用医薬品を効率的に供

給するための制度の構築 

ＰＥＴ検査用医薬品等の有効期間が極端に短い医薬品における、製

造所からの出荷の管理のあり方について、「医薬品及び医薬部外品の

製造管理及び品質管理の基準に関する省令」（ＧＭＰ省令）における

考え方を整理した。 

 

 

 

 

ＧＭＰ省令第 12条に規定

する製品の製造所からの出

荷の管理についての考え方

（平成 26年７月 15日付

け） 

平成 26年７

月 15 日 

（措置済） 

厚生労働

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

地域支援事業への介護予防ポイン

ト事業の追加 

「地域支援事業の実施について」（平成 18年 6月 9日老発〇六〇九〇

〇一厚生労働省老健局長通知）に、地域支援事業として社会参加活動

を通じた介護予防に資する地域活動の実施を評価した上で、ポイント

を付与する活動等が実施可能な旨を平成 27年に規定。 

「地域支援事業の実施につ

いて」（平成 18 年 6 月 9 日

老発〇六〇九〇〇一厚生労

働省老健局長通知） 

 

 

平成 27 年よ

り適用（措置

済） 

厚生労働

省 

施設外就労を行う１ユニットあた

りの利用者の最低定員の緩和 

施設外就労については、就労支援単位として１ユニットあたりの利

用者の最低定員は３人以上とすることとしていたが、平成 27年度障

害福祉サービス等報酬改定において、１ユニットあたりの利用者が

１人であっても、施設外就労として報酬を算定できることとした。 

厚生労働大臣が定める基準

（平成 18年９月 29日厚生

労働省告示第 543号） 

就労移行支援事業、就労継

続支援事業（Ａ型、Ｂ型）

における留意事項について

（平成 19年４月２日付け

障障発第 0402001号厚生労

働省社会・援護局障害保健

福祉部障害福祉課長通知） 

 

平成 27年４

月１日 

（措置済） 

厚生労働

省 

土地改良法で管理される農業用用

排水施設に設置される水力発電設

備へのダム水路主任技術者選任の

不要化 

従来、土地改良法に基づき管理される農業用用排水施設（ダムを除

く。）に水力発電設備を設置する場合、当該農業用用排水施設を管理

する者（土地改良事業の施行者）が水力発電設備を設置する場合に

限り、設備を保守する技術者であるダム水路主任技術者（ＤＳ主任

技術者）の選任を不要としていたが、制度見直しを行い、設置者の

如何を問わず、ＤＳ主任技術者の選任を不要とした。 

 

 

電気事業法施行規則 

平成 24年経済産業省告示

第 100号（廃止及び平成 27

年経済産業省告示第 99号

の新規制定） 

平成 27年４

月 30 日施行 

（措置済） 

経済産業

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

銃器（空気銃）を用いて中型哺乳

類を止めさしすることに係る鳥獣

保護管理法の適用範囲の明確化 

銃器（空気銃）を用いたどう猛な中型哺乳類（アライグマやヌート

リアなど）の止めさしについて、従来の通知では、鳥獣保護管理法

の適用範囲内であるか明確でなかったが、安全の確保等を前提とし

て、鳥獣保護管理法の適用範囲内で行われるものと解することが可

能である旨を明確にした。 

「鳥獣の保護及び狩猟の適

正化に関する法律の一部を

改正する法律の施行等につ

いて」の一部改正について

（平成 27年９月 29日付け

環自野発第 1509291号自然

環境局長通知） 

 

平成 27年９

月 29 日施行 

（措置済） 

環境省 

高精度放射線治療における放射線

診察室内での診療用放射線等とエ

ックス線の同時ばくしゃが可能と

なる要件の緩和 

放射線診療室内において、診療用高エネルギー放射線発生装置、診

療用粒子線照射装置又は診療用放射線照射装置（以下「診療用高エ

ネルギー放射線発生装置等」という。）とエックス線装置を同時に使

用する場合には、共通した１つの制御装置を使用する必要があると

していたが、厚生労働大臣の指定する放射線治療装置用シンクロナ

イザからの信号を用いて、診療用高エネルギー放射線発生装置等と

エックス線装置の同時ばくしゃを制御する場合には、制御装置が２

つであっても同時に使用できることとした。 

 

医療法施行規則の一部を改

正する省令の施行について

（平成 13年３月 12日付医

薬発第 188号） 

平成 27年９

月 30 日 

（措置済） 

厚生労働

省 

史跡名勝天然記念物に係る現状変

更許可の権限移譲範囲の拡大等 

史跡名勝天然記念物に係る現状変更許可について、 

①都道府県又は市に移譲している権限の範囲を拡大する。 

②市の区域内に存する国指定の史跡名勝天然記念物のうち、都道府

県が管理団体であり、かつ、当該都道府県の教育委員会が管理のた

めの計画を定めているものに係る現状変更等について、地方に移譲

されている範囲において都道府県の教育委員会が許可することがで

きることとする。 

 

文化財保護法施行令（昭和

50 年政令第 267 号） 

平成 28年４

月１日施行 

（措置済） 

文部科学

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

既存不適格超高層建築物への建築

基準法の遡及適用の緩和 

一定の耐震性を有する超高層建築物について、増改築部分が既存部

分と構造上分離されている場合には、既存部分に現行の構造基準を

適用することなく増改築することを可能とした。 

建築基準法施行令第 137条

の２ 

平成 12年建設省告示第

1461号 

 

 

平成 28年６

月１日施行 

（措置済） 

国土交通

省 

市町村運営有償運送事業における

車両の持ち込み 

市町村運営有償運送では、従来、市町村が保有する車両以外の使用

を認めていなかったが、地域公共交通会議等において、運転業務を

行うボランティア個人や運行委託を行う企業等（以下「ボランティ

ア等」という。）が保有する自動車を使用した市町村運営有償運送が

行われることについて合意されている場合には、これを認めること

とする。 

 

 

通達「市町村運営有償運送

の登録に関する処理方針に

ついて」（平成１８年９月

１５日付け国自旅第１４１

号） 

平成 29 年 8

月 31 日施行  

（措置済） 

国土交通

省 

明示的同意を受けた匿名化された

健診・レセプトデータの２次利用

が可能であることについて、国の

見解の提示又はガイドラインの策

定 

「健康保険組合等における個人情報の適切な取扱いのためのガイダ

ンス」を補完する事例集（Ｑ＆Ａ）について」（平成 30 年１月 15日

付事務連絡）において 

①要配慮個人情報の取得や第三者提供には、原則として本人の同意

が必要であること 

②個人を特定し得ない統計データであれば、個人情報ではないため

本人の同意は必要としないこと 

を記載した。 

以上のとおり、本人の同意がある場合や個人を特定し得ない統計デ

ータである場合には、２次利用が可能である。 

 

個人情報の保護に関する法

律 

平成 30年１

月 15 日事務

連絡発出済 

（措置済） 

厚生労働

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

歯科衛生士等居宅療養管理指導推

進事業 

歯科衛生士等の居宅療養管理指導については、歯科医師の指示等を

受けた歯科衛生士等が実施することとされているが、右欄の規定及

び通知の一部改正により、直接の指示等までは要しないこととし、

指定居宅療養管理指導事業所から離れた場所であっても、歯科医師

の指示等の下、歯科衛生士等が指定居宅療養管理指導を行うことを

可能とした。 

・歯科衛生士法第２条第１

項 

 

・指定居宅サービスに要す

る費用の額の算定に関する

基準（訪問通所サービス、

居宅療養管理指導及び福祉

用具貸与に係る部分）及び

指定居宅介護支援に要する

費用の額の算定に関する基

準の制定に伴う実施上の留

意事項について（平成 12 

年３月１日老企第 36 号厚

生省老人保健福祉局企画課

長通知） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律：平成

27 年４月１

日施行 

通知：平成

30 年３月 22

日発出 

（措置済） 

厚生労働

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

歯科衛生士等介護予防居宅療養管

理指導推進事業 

歯科衛生士等の介護予防居宅療養管理指導については、歯科医師の

指示等を受けた歯科衛生士等が実施することとされているが、右欄

の規定及び通知の一部改正により、直接の指示等までは要しないこ

ととし、指定介護予防居宅療養管理指導事業所から離れた場所であ

っても、歯科医師の指示等の下、歯科衛生士等が指定介護予防居宅

療養管理指導を行うことを可能とした。 

・歯科衛生士法第２条第１

項 

 

・指定介護予防サービスに

要する費用の額の算定に関

する基準の制定に伴う実施

上の留意事項について（平

成 18 年３月 17 日老計発第

0317001号、老振発第

0317001号、老老発第

0317001号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法律：平成

27 年４月１

日施行 

通知：平成

30 年３月 22

日発出 

（措置済） 

厚生労働

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

就労継続支援Ｂ型事業における、

事業所等とは別の場所で行われる

支援に係る所定単位数の算定要件

の緩和 

施設外就労（企業内就労）の総数について、利用定員の 100分の 70

以下（総合特別区域法第 35 条第１項の認定を受けた時は 100 分の

70 を超えて施設外就労を行うことができる。）としていたが、施設

外就労の総数について上限要件を設けないこととする。 

併せて、月の利用日数のうち最低２日の評価は、施設内において評

価を実施することとしていたが、施設外就労先で実施することを可

能とする。 

「障害者の日常生活及び社

会生活を総合的に支援する

ための法律に基づく指定障

害福祉サービス等及び基準

該当障害福祉サービスに要

する費用の額の算定に関す

る基準（平成 18年厚生労

働省告示第 523 号） 

「厚生労働大臣が定める基

準（平成 18 年厚生労働省

告示第 543号）」 

「就労移行支援事業、就労

継続支援事業（Ａ型、Ｂ

型）における留意事項につ

いて」（平成 19 年４月２日

付け障障発第 0402001 号厚

生労働省社会・援護局障害

保健福祉部障害福祉課長通

知） 

 

 

 

 

 

 

平成 30年４

月 

（措置済） 

厚生労働

省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

離島の病院における地域包括ケア

入院医療管理料の算定について 

医療機関の病床数が一定程度未満であることを基準としている診療

報酬について、離島等の医療資源の少ない地域においては、当該基

準の病床数を２割超過しても差し支えないこととする。 

 

 

 

 

 

健康保険法（大正 11年法

律第 70号） 

診療報酬の算定方法（平成

20 年厚生労働省告示第 59

号） 

平成 30年４

月１日施行 

(措置済) 

厚生労働

省 

離島の病院における在宅療養支援

病院の要件緩和について 

医療機関の病床数が一定程度未満であることを基準としている診療

報酬について、離島等の医療資源の少ない地域においては、当該基

準の病床数を２割超過しても差し支えないこととする。 

 

 

 

 

 

健康保険法（大正 11年法

律第 70号） 

診療報酬の算定方法（平成

20 年厚生労働省告示第 59

号） 

平成 30年４

月１日施行 

(措置済) 

厚生労働

省 

とん税・特別とん税の課税に係る

合理的取扱い 

開港に入港した外国貿易船が積荷の準備等の都合により、当該開港

を一時出港したものの、近隣の検疫錨地（不開港）に停泊すること

ができず、やむを得ず待機のみを目的として他の開港に入港、若し

くは、２４時間を超えて外洋において待機の後、当該開港に再入港

する場合は、当該再入港の際のとん税及び特別とん税（とん税等）

を非課税とする。 

 

 

 

とん税法基本通達７-４

（平成 31年３月 30日財関

第 437号） 

平成 31年４

月１日施行 

(措置済) 

財務省 



 

 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施する法令等 実施時期 所管省庁 

医療資源が少ない地域等における

オンライン診療料の算定について 

医療資源が少ない地域等に所在する保険医療機関又はへき地医療拠

点病院において、当該保険医療機関で専門的な医療を提供する観点

から、オンライン診療料の施設基準を満たすものとして届け出た他

の保険医療機関の医師が継続的な対面診療を行っている場合は、医

師の判断により当該他の保険医療機関内においてオンライン診療を

行ってもよいこととする。 

 

 

健康保険法（大正 11年法

律第 70号）診療報酬の算

定方法（平成 20年厚生労

働省告示第 59号） 

令和２年４

月１日施行

(措置済) 

厚生労働

省 

航空機部品等の譲渡手続の規制緩

和 

免税で輸入した航空機部分品等を免税のまま航空会社に譲渡するに

は、譲渡前に、関税暫定措置法に定める用途外使用に該当しない旨

の届出を都度行わなくてはならなかったが、対象となる譲渡品の授

受者・譲渡の理由等について事前に税関に届け出ることにより、都

度の事前届出を不要とする。 

 

 

関税暫定措置法基本通達

10-1（令和２年３月 31日

財関第 415号） 

令和２年４

月１日施行

(措置済) 

財務省 
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総合特別区域基本方針の一部変更について（案） 新旧対照表 

（下線：変更部分） 

変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

総合特別区域基本方針 

 

平成 23年８月 15日閣議決定 

                                            （略）  

令和 ３年３月 26日一部変更 

令和 ４年 月  日一部変更 

 
（略） 
 
第一～第四（略） 

 
第五 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進に関し政府が講ずべき措置についての計画 
 
１（略） 

 
２ 国際戦略総合特区における税制上の支援措置 

 

① 特例措置の内容 

国際戦略総合特区内において、認定地方公共団体の指定を受けた法人（以

下「指定法人」という。）が、法の施行の日から令和６年３月 31 日までの

期間内に、認定国際戦略総合特別区域計画に定められた法第２条第２項第

総合特別区域基本方針 

 

                  平成 23年８月 15日閣議決定 

                                            （略）  

令和 ３年３月 26 日一部変更 

 

 

（略） 

 
第一～第四（略） 

 
第五 総合特別区域における産業の国際競争力の強化及び地域の活性化の推

進に関し政府が講ずべき措置についての計画 
 
１（略） 

 
２ 国際戦略総合特区における税制上の支援措置 

 

① 特例措置の内容 

国際戦略総合特区内において、認定地方公共団体の指定を受けた法人（以

下「指定法人」という。）が、令和２年４月１日から令和４年３月 31 日ま

での期間内に、認定国際戦略総合特別区域計画に定められた法第２条第２
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変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

２号の特定国際戦略事業を行うために設備等（以下に掲げるものに限る。）

の取得等をしてその事業の用に供した場合には、租税特別措置法（昭和 32

年法律第 26 号）第 42 条の 11 及び地方税法（昭和 25 年法律第 226 号）に

基づき、特別償却又は税額控除（法人住民税及び事業税については特別償

却）を認める特例措置（以下「国際戦略総合特区設備等投資促進税制」とい

う。）を適用できる。 

（略） 

 
②～④ （略） 
 

３～５ （略） 
 

第六 （略） 

 

別表１（国際戦略総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

（略） 

 

別表２（地域活性化総合特区において活用することができる規制の特例措置）  

 

番号 国交Ｂ001 ～ 厚労Ｂ004 （略） 

 

（削除） 

 

 

項第２号の特定国際戦略事業を行うために設備等（以下に掲げるものに限

る。）の取得等をしてその事業の用に供した場合には、租税特別措置法（昭

和 32年法律第 26号）第 42条の 11又は第 68条の 14の 2及び地方税法（昭

和 25年法律第 226号）に基づき、特別償却又は税額控除（法人住民税及び

事業税については特別償却）を認める特例措置（以下「国際戦略総合特区設

備等投資促進税制」という。）を適用できる。 

（略） 

 
②～④ （略） 
 

３～５ （略） 
 

第六 （略） 
 

別表１（国際戦略総合特区において活用することができる規制の特例措置） 

（略） 

 

別表２（地域活性化総合特区において活用することができる規制の特例措置）  

 

番号 国交Ｂ001 ～ 厚労Ｂ004 （略） 

 

番号 厚労Ｂ005 

特定地域活性化事業の 歯科衛生士等居宅療養管理指導推進事業 
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変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名称 

措置区分 通知 

特例措置を講ずべき法

令等の名称及び条項 

指定居宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（訪問通所サービス、居宅療養管理指導及び福祉用具貸

与に係る部分）及び指定居宅介護支援に要する費用の額

の算定に関する基準の制定に伴う実施上の留意事項につ

いて（平成 12年３月１日老企第 36号厚生省老人保健福

祉局企画課長通知） 

特例措置を講ずべき法

令等の現行規定 

歯科衛生士等の居宅療養管理指導については、歯科医師

の指示等を受けた歯科衛生士等が実施し、終了後は当該

歯科医師に報告することとしている。 

特例措置の内容 指定地方公共団体が、特定地域活性化事業として、歯科

衛生士等居宅療養管理指導推進事業を定めた地域活性化

総合特別区域計画について、内閣総理大臣の認定を申請

し、その認定を受けたときは、当該認定の日以後は、指

定居宅療養管理指導事業所から離れた場所であっても、

指定居宅療養管理指導事業所との密接な連携を確保し、

指定居宅療養管理指導を適切に行うとその所在地の指定

地方公共団体の長が認めるものであれば、当該場所から

歯科衛生士等が指定居宅療養管理指導を行うことを可能

とする。 

同意の要件 指定居宅療養管理指導事業所との密接な連携を確保し、

指定居宅療養管理指導を適切に行うことを前提とした歯
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

科衛生士等居宅療養管理指導を推進する事業を定めた計

画であることが確認されること。 

特例措置に伴い必要と

なる手続 

地域活性化総合特別区域計画の区域内の指定居宅療養管

理指導事業所から離れた場所であっても、厚生労働省が

別に定める事務連絡等を踏まえ、指定地方公共団体が定

める方法により、指定居宅療養管理指導事業所との密接

な連携を確保し、指定居宅療養管理指導を適切に行うと

所在地の指定地方公共団体の長が認めること。 

 

番号 厚労Ｂ006 

特定地域活性化事業の

名称 

歯科衛生士等介護予防居宅療養管理指導推進事業 

措置区分 通知 

特例措置を講ずべき法

令等の名称及び条項 

指定介護予防サービスに要する費用の額の算定に関する

基準の制定に伴う実施上の留意事項について（平成 18 年

３月 17日老計発第 0317001 号・老振発第 0317001号・老

老発第 0317001 号厚生労働省老健局計画・振興・老人保

健課長連名通知） 

特例措置を講ずべき法

令等の現行規定 

歯科衛生士等の介護予防居宅療養管理指導については、

歯科医師の指示等を受けた歯科衛生士等が実施し、終了

後は当該歯科医師に報告することとしている。 

特例措置の内容 指定地方公共団体が、特定地域活性化事業として、歯科

衛生士等介護予防居宅療養管理指導推進事業を定めた地
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番号 経産Ｂ002 ～ 国交Ｂ006 （略） 

域活性化総合特別区域計画について、内閣総理大臣の認

定を申請し、その認定を受けたときは、当該認定の日以

後は、指定介護予防居宅療養管理指導事業所から離れた

場所であっても、指定介護予防居宅療養管理指導事業所

の歯科医師との密接な連携を確保し、指定介護予防居宅

療養管理指導を適切に行うとその所在地の指定地方公共

団体の長が認めるものであれば、当該場所から歯科衛生

士等が指定介護予防居宅療養管理指導を行うことを可能

とする。 

同意の要件 指定介護予防居宅療養管理指導事業所の歯科医師との密

接な連携を確保し、指定介護予防居宅療養管理指導を適

切に行うことを前提とした歯科衛生士等介護予防居宅療

養管理指導を推進する事業を定めた計画であることが確

認されること。 

特例措置に伴い必要と

なる手続 

地域活性化総合特別区域計画の区域内の指定介護予防居

宅療養管理指導事業所から離れた場所であっても、厚生

労働省が別に定める事務連絡等を踏まえ、指定地方公共

団体が定める方法により、指定介護予防居宅療養管理指

導事業所の歯科医師との密接な連携を確保し、指定介護

予防居宅療養管理指導を適切に行うと所在地の指定地方

公共団体の長が認めること。 

 

番号 経産Ｂ002 ～ 国交Ｂ006 （略） 
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番号 法務Ｂ001 

特定地域活性化事業

の名称 

特定伝統料理海外普及事業 

措置区分 告示 

特例措置を講ずべき

法令等の名称及び条

項 

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）第７

条第１項第２号 

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基

づき同法別表第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件

（平成２年法務省告示第 131 号） 

特例措置を講ずべき

法令等の現行規定 

在留資格「特定活動」において、あらかじめ法務省告示で定

める活動に、外国人が、日本国内の料理店で働きながら日

本の伝統料理の知識及び技能を修得するための活動は認め

られていない。 

特例措置の内容 地域活性化総合特別区域における地域の活性化を図るた

め、特定伝統料理（注１）の海外への普及を図ることを目的

として、当該特区内において、新たに、特定調理活動（注

２）を行うことを可能とするために、在留資格「特定活動」

について、あらかじめ法務省告示で定めている活動の特例

を設ける。 

（注１）「特定伝統料理」とは、地域活性化総合特区内にお

いて考案され広く提供されている我が国の伝統的な料理

をいう。 

 

番号 法務Ｂ001 

特定地域活性化事業

の名称 

特定伝統料理海外普及事業 

措置区分 告示 

特例措置を講ずべき

法令等の名称及び条

項 

出入国管理及び難民認定法（昭和 26 年政令第 319 号）第７

条第１項第２号 

出入国管理及び難民認定法第七条第一項第二号の規定に基

づき同法別表第一の五の表の下欄に掲げる活動を定める件

（平成２年法務省告示第 131 号） 

特例措置を講ずべき

法令等の現行規定 

在留資格「特定活動」において、あらかじめ法務省告示で定

める活動に、外国人が、日本国内の料理店で働きながら日

本の伝統料理の知識及び技能を修得するための活動は認め

られていない。 

特例措置の内容 地域活性化総合特別区域における地域の活性化を図るた

め、特定伝統料理（注１）の海外への普及を図ることを目的

として、当該特区内において、新たに、特定調理活動（注

２）を行うことを可能とするために、在留資格「特定活動」

について、あらかじめ法務省告示で定めている活動の特例

を設ける。 

（注１）「特定伝統料理」とは、地域活性化総合特区内にお

いて考案され広く提供されている我が国の伝統的な料理

をいう。 



7 
 

変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

（注２）「特定調理活動」とは、本邦の公私の機関との契

約に基づいて調理に関する技能を要する特定伝統料理の

調理に係る業務に従事する活動（当該機関の地域活性化

総合特別区域内に所在する特定された事業所において行

うものに限る。）をいう。 

同意の要件 １ 指定地方公共団体は、本事業を円滑に実施するため、運

営・監督主体として、対象外国人の受入れ環境の整備等に

ついて記載した実施要領を作成し、法務大臣に報告する

こと。 

２ 申請人が特定調理活動を行うため受け入れられる本邦

の公私の機関が次のいずれにも該当していること。 

（1）特定伝統料理に係る地域活性化総合特別区域内の

産業の発展に資する取組を他の公私の機関と連携

して行っていること。 

（2）次のいずれかに該当していること。 

①申請人が国籍又は住所を有する国において所属

する公私の機関（以下「海外の所属機関」とい

う。）との間で、次の事項について合意し、そ

の内容を明らかにした書面を交換していること

。 

（ア）申請人が海外の所属機関の業務の一環とし

て派遣されること。 

（イ）申請人が帰国後、海外の所属機関の業務に

復職すること。 

（注２）「特定調理活動」とは、本邦の公私の機関との契

約に基づいて当該機関の地域活性化総合特別区域内に所

在する特定された事業所において調理に関する技能を要

する特定伝統料理の調理に係る業務に従事する活動をい

う。 

同意の要件 １ 指定地方公共団体は、本事業を円滑に実施するため、運

営・監督主体として、対象外国人の受入れ環境の整備等に

ついて記載した実施要領を作成し、法務大臣に報告する

こと。 

２ 申請人が特定調理活動を行うため受け入れられる本邦

の公私の機関が次のいずれにも該当していること。 

（1）特定伝統料理に係る地域活性化総合特別区域内の

産業の発展に資する取組を他の公私の機関と連携

して行っていること。 

（2）次のいずれかに該当していること。 

①申請人が国籍又は住所を有する国において所属

する公私の機関（以下「海外の所属機関」とい

う。）との間で、次の事項について合意し、そ

の内容を明らかにした書面を交換していること

。 

（ア）申請人が海外の所属機関の業務の一環とし

て派遣されること。 

（イ）申請人が帰国後、海外の所属機関の業務に

復職すること。 
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（ウ）本邦において従事する特定調理活動につい

て本邦の公私の機関と申請人とが雇用契約

を締結すること。 

②申請人が国籍又は住所を有する国において飲食

店営業を営んでいる場合は、次の事項の内容を

明らかにした特定伝統料理を修得するための計

画書の提出を受け、本邦において従事する特定

調理活動について当該申請人と雇用契約を締結

していること。 

（ア）申請人が営む飲食店営業の業務の一環とし

て特定伝統料理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理等を提供す

る飲食店営業を営むこと。 

③申請人が「海外における日本料理の調理技能の認

定に関するガイドライン」（平成28年4月1日付け

27食産第6094号農林水産省食料産業局長通知）

に基づき「実務経験が概ね２年程度の者（ゴール

ド）」又は「日本料理学校等の卒業者又は実務経

験が概ね１年程度の者（シルバー）」の認定を受

けている場合は、次の事項の内容を明らかにし

た特定伝統料理を修得するための計画書の提出

を受け、本邦において従事する特定調理活動に

ついて当該申請人と雇用契約を締結しているこ

と。 

（ウ）本邦において従事する特定調理活動につい

て本邦の公私の機関と申請人とが雇用契約

を締結すること。 

②申請人が国籍又は住所を有する国において飲食

店営業を営んでいる場合は、次の事項の内容を

明らかにした特定伝統料理を修得するための計

画書の提出を受け、本邦において従事する特定

調理活動について当該申請人と雇用契約を締結

していること。 

（ア）申請人が営む飲食店営業の業務の一環とし

て特定伝統料理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理等を提供す

る飲食店営業を営むこと。 

③申請人が「海外における日本料理の調理技能の認

定に関するガイドライン」（平成28年4月1日付け

27食産第6094号農林水産省食料産業局長通知）

に基づき「実務経験が概ね２年程度の者（ゴール

ド）」又は「日本料理学校等の卒業者又は実務経

験が概ね１年程度の者（シルバー）」の認定を受

けている場合は、次の事項の内容を明らかにし

た特定伝統料理を修得するための計画書の提出

を受け、本邦において従事する特定調理活動に

ついて当該申請人と雇用契約を締結しているこ

と。 



9 
 

変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

（ア）申請人が認定を受けた知識及び技能を活用

して特定伝統料理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理を世界へ発

信すること。 

（3）申請人が特定調理活動を行うための受入れ環境の整

備等に関して指定地方公共団体が策定し法務大臣に

報告した次の事項を含む実施要領を適正に実施する

ことができるものとして当該指定地方公共団体に指

定されていること。 

①特定伝統料理を修得するための計画及び施設に

関する事項 

②特定伝統料理の修得状況の評価に関する事項 

③在留中の住居の確保に関する事項 

④長期休暇の取得に関する事項 

⑤特定伝統料理の適格指導者（注３）の確保並びに

特定伝統料理の指導責任者及び生活指導員の選

任に関する事項 

⑥報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財

産的基盤に関する事項 

⑦申請人との面接及び申請人からの相談への対応

に関する事項 

⑧申請人の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置

（申請人が帰国旅費を支弁できない場合に指定

地方公共団体が負担することを含む。）に関する

（ア）申請人が認定を受けた知識及び技能を活用

して特定伝統料理を修得すること。 

（イ）申請人が帰国後、特定伝統料理を世界へ発

信すること。 

（3）申請人が特定調理活動を行うための受入れ環境の整

備等に関して指定地方公共団体が策定し法務大臣に

報告した次の事項を含む実施要領を適正に実施する

ことができるものとして当該指定地方公共団体に指

定されていること。 

①特定伝統料理を修得するための計画及び施設に

関する事項 

②特定伝統料理の修得状況の評価に関する事項 

③在留中の住居の確保に関する事項 

④長期休暇の取得に関する事項 

⑤特定伝統料理の指導員及び生活指導員の任命に

関する事項 

 

⑥報酬及び労働・社会保険への加入等を担保する財

産的基盤に関する事項 

⑦申請人との面接及び申請人からの相談への対応

に関する事項 

⑧申請人の帰国旅費の確保その他の帰国担保措置

（申請人が帰国旅費を支弁できない場合に指定

地方公共団体が負担することを含む。）に関する
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変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

事項 

⑨特定調理活動の継続が不可能となった場合の措

置（特定調理活動の継続のために指定地方公共団

体が新たな本邦の公私の機関の確保に努めるこ

とを含む。）に関する事項 

 

（4）特定伝統料理を修得するための期間を５年以内とし

ていること。 

（5）特定調理活動を行う者の受入れ人数を一事業所当た

り６人以内としていること。 

（6）一事業所当たりの特定調理活動を行う者の数が特定

伝統料理の適格指導者の数を超えないこと。 

（7）過去３年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行

為を行ったことがないこと。 

（注３）「特定伝統料理の適格指導者」とは、申請人が特定

調理活動を行うため受け入れられる本邦の公私の機関に

所属する常勤の職員であって、特定伝統料理について５

年以上の経験を有し、かつ、適正に特定伝統料理に関する

指導を行う能力を有する者として指定地方公共団体の長

の確認を受けている者をいう。 

３ 申請人が次のいずれにも該当していること。 

（1）海外の所属機関又は調理に関する第三者機関の推薦

又は説明により、調理における技能を有し、素行が

善良であると認められること。 

事項 

⑨特定調理活動の継続が不可能となった場合の措

置（特定調理活動の継続のために指定地方公共団

体が新たな本邦の公私の機関の確保に努めるこ

とを含む。）に関する事項 

 

（4）特定伝統料理を修得するための期間を５年以内とし

ていること。 

（5）特定調理活動を行う者の受入れ人数を一事業所当た

り３人以内としていること。 

（新設） 

 

（6）過去３年間に外国人の受入れ又は就労に係る不正行

為を行ったことがないこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

３ 申請人が次のいずれにも該当していること。 

（1）海外の所属機関又は調理に関する第三者機関の推薦

又は説明により、調理における技能を有し、素行が

善良であると認められること。 
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（2）特定伝統料理を修得する意思及び帰国後、特定伝統

料理を世界へ発信する意思を有すること。 

（3）特定調理活動に日本人が従事する場合に受ける報酬

と同等額以上の報酬を受けること。 

特例措置に伴い必要

となる手続 

特になし。 

 

番号 厚労Ｂ007 （略） 

 

 

別表３ 全国において実施することとされた規制改革 

注) 「市町村」には、特別区を含む。 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施

する法令等 

実施時

期 

所管省

庁 

（略） （略） （略） （略） （略） 

歯科衛生士

等居宅療養

管理指導推

進事業 

歯科衛生士等の居宅療養管理

指導については、歯科医師の

指示等を受けた歯科衛生士等

が実施することとされている

が、右欄の規定及び通知の一

部改正により、直接の指示等

までは要しないこととし、指

定居宅療養管理指導事業所か

・歯科衛生士法

第２条第１項 

 

 

 

・指定居宅サー

ビスに要する費

用の額の算定に

法律：

平成 27

年４月

１日施

行 

通知：

平成 30

年３月

厚生労

働省 

（2）特定伝統料理を修得する意思及び帰国後、特定伝統

料理を世界へ発信する意思を有すること。 

（3）特定調理活動に日本人が従事する場合に受ける報酬

と同等額以上の報酬を受けること。 

特例措置に伴い必要

となる手続 

特になし。 

 

番号 厚労Ｂ007 （略） 

 

 

別表３ 全国において実施することとされた規制改革 

注) 「市町村」には、特別区を含む。 

事項名 規制改革の実施内容 規制改革を実施

する法令等 

実施時

期 

所管省

庁 

（略） （略） （略） （略） （略） 

（新設）   
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変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

ら離れた場所であっても、歯

科医師の指示等の下、歯科衛

生士等が指定居宅療養管理指

導を行うことを可能とした。 

 

 

関する基準（訪

問通所サービ

ス、居宅療養管

理指導及び福祉

用具貸与に係る

部分）及び指定

居宅介護支援に

要する費用の額

の算定に関する

基準の制定に伴

う実施上の留意

事項について

（平成 12 年３

月１日老企第 36 

号厚生省老人保

健福祉局企画課

長通知） 

22 日発

出 

（措置

済） 

歯科衛生士

等介護予防

居宅療養管

理指導推進

事業 

歯科衛生士等の介護予防居宅

療養管理指導については、歯

科医師の指示等を受けた歯科

衛生士等が実施することとさ

れているが、右欄の規定及び

通知の一部改正により、直接

の指示等までは要しないこと

・歯科衛生士法

第２条第１項 

 

 

 

・指定介護予防

サービスに要す

法律：

平成 27

年４月

１日施

行 

通知：

平成 30

厚生労

働省 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設）   
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変 更 案 現 行（令和３年３月 26日最終改正） 

とし、指定介護予防居宅療養

管理指導事業所から離れた場

所であっても、歯科医師の指

示等の下、歯科衛生士等が指

定介護予防居宅療養管理指導

を行うことを可能とした。 

る費用の額の算

定に関する基準

の制定に伴う実

施上の留意事項

について（平成

18 年３月 17 日

老計発第

0317001号、老

振発第 0317001

号、老老発第

0317001号） 

年３月

22 日発

出 

（措置

済） 

（略） （略） （略） （略） （略） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（略） （略） （略） （略） （略） 

 

 

 


